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  （百万円未満切捨て）
１．2022年３月期 第１四半期の連結業績（2021年４月１日～2021年６月30日） 

（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）
 

  経常収益 経常利益 
親会社株主に帰属する 

四半期純利益 
  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 
2022年３月期第１四半期 19,321 3.5 5,645 15.0 5,181 51.4 
2021年３月期第１四半期 18,668 4.0 4,907 19.6 3,421 23.5 

 
（注）包括利益 2022年３月期第１四半期 5,479 百万円 （51.0％）   2021年３月期第１四半期 3,629 百万円 （2.4％） 
 

  １株当たり四半期純利益 
潜在株式調整後 

１株当たり四半期純利益 
  円 銭 円 銭 
2022年３月期第１四半期 3,436.29 － 
2021年３月期第１四半期 2,269.26 － 

（注）「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用しており、2022年

３月期第１四半期に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となっております。 
 
（２）連結財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 

  百万円 百万円 ％ 
2022年３月期第１四半期 7,472,995 139,165 1.9 
2021年３月期 7,233,344 134,182 1.8 

 
（参考）自己資本 2022年３月期第１四半期 139,139百万円    2021年３月期 133,658百万円 
（注）「自己資本比率」は、（期末純資産の部合計－期末新株予約権－期末非支配株主持分）を期末資産の部合計で除して算出しております。

なお、本「自己資本比率」は、自己資本比率告示に定める自己資本比率ではありません。 
 
２．その他 
（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：無 

 
（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：無 

 
（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更：有 
② ①以外の会計方針の変更       ：無 
③ 会計上の見積りの変更        ：無 
④ 修正再表示             ：無 

 
（４）発行済株式数（普通株式） 

① 期末発行済株式数（自己株式を含む）： 2022年３月期第１四半期 1,507,938 株 2021年３月期 1,507,938 株 

② 期末自己株式数          ： 2022年３月期第１四半期 － 株 2021年３月期 － 株 

③ 期中平均株式数（四半期累計）   ： 2022年３月期第１四半期 1,507,938 株 2021年３月期第１四半期 1,507,938 株 
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１．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

    （単位：百万円） 

  前連結会計年度 
(2021年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(2021年６月30日) 

資産の部    

現金預け金 1,511,526 1,715,407 

買入金銭債権 282,262 281,862 

金銭の信託 14,179 14,179 

有価証券 683,493 598,477 

貸出金 4,584,695 4,705,469 

外国為替 20,409 16,844 

その他資産 116,162 117,630 

有形固定資産 3,719 3,894 

無形固定資産 17,388 18,778 

繰延税金資産 2,001 2,975 

貸倒引当金 △2,494 △2,525 

資産の部合計 7,233,344 7,472,995 

負債の部    

預金 6,291,705 6,446,494 

コールマネー及び売渡手形 65,000 115,000 

債券貸借取引受入担保金 77,026 121,332 

借用金 596,633 581,008 

外国為替 1,470 1,403 

その他負債 65,901 66,654 

賞与引当金 273 179 

退職給付に係る負債 23 24 

ポイント引当金 640 707 

役員退職慰労引当金 444 213 

睡眠預金払戻損失引当金 37 35 

特別法上の引当金 6 6 

繰延税金負債 - 768 

負債の部合計 7,099,162 7,333,829 

純資産の部    

資本金 31,000 31,000 

資本剰余金 13,625 13,625 

利益剰余金 91,677 96,859 

株主資本合計 136,303 141,485 

その他有価証券評価差額金 3,849 4,706 

繰延ヘッジ損益 △6,494 △7,051 

その他の包括利益累計額合計 △2,644 △2,345 

非支配株主持分 523 25 

純資産の部合計 134,182 139,165 

負債及び純資産の部合計 7,233,344 7,472,995 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

（第１四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 

(自 2020年４月１日 
  至 2020年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 2021年４月１日 

  至 2021年６月30日) 

経常収益 18,668 19,321 

資金運用収益 10,374 10,289 

（うち貸出金利息） 8,399 8,453 

（うち有価証券利息配当金） 1,561 1,296 

役務取引等収益 6,259 7,324 

その他業務収益 1,808 1,376 

その他経常収益 225 330 

経常費用 13,760 13,676 

資金調達費用 1,793 1,276 

（うち預金利息） 1,156 588 

役務取引等費用 5,099 4,666 

その他業務費用 107 84 

営業経費 6,572 7,546 

その他経常費用 187 102 

経常利益 4,907 5,645 

特別損失 0 1 

固定資産処分損 0 1 

税金等調整前四半期純利益 4,907 5,643 

法人税、住民税及び事業税 1,330 800 

法人税等調整額 158 △337 

法人税等合計 1,488 463 

四半期純利益 3,418 5,179 

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △3 △1 

親会社株主に帰属する四半期純利益 3,421 5,181 
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四半期連結包括利益計算書

（第１四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 

(自 2020年４月１日 
  至 2020年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 2021年４月１日 
  至 2021年６月30日) 

四半期純利益 3,418 5,179 

その他の包括利益 211 299 

その他有価証券評価差額金 △562 856 

繰延ヘッジ損益 773 △556 

四半期包括利益 3,629 5,479 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 3,633 5,481 

非支配株主に係る四半期包括利益 △3 △1 
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

  （継続企業の前提に関する注記） 

    該当事項はありません。 

 

  （株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記） 

    該当事項はありません。 

 

  （会計方針の変更） 

   （収益認識に関する会計基準等の適用） 

     「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）及び「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号 2021年３月26日）を当第

１四半期連結会計期間の期首から適用し、以下の変更を行いました。 

 当該会計基準等の適用に伴い、他の当事者が顧客への財又はサービスの提供に関与している場合において、企

業は、自らの約束の性質が、特定された財又はサービスを自ら提供する履行義務（すなわち、企業が本人）であ

るのか、それらの財又はサービスが当該他の当事者によって提供されるように手配する履行義務（すなわち、企

業が代理人）であるのかにつき検討いたしました。これにより、アクワイアリング事業の一部を除く取引、当社

の連結子会社であるネットムーブ株式会社のカード決済事業における取引につき、収益の認識を総額から純額へ

変更することとしました。当該収益認識方法の変更により、当第１四半期連結累計期間の連結損益計算書におい

て、経常収益及び経常費用はそれぞれ1,035百万円減少しました。 

 当該会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っており

ます。ただし、当第１四半期連結会計期間の期首の純資産に反映されるべき累積的影響額はないため、当第１四

半期連結会計期間の利益剰余金期首残高に与える影響はありません。また、当第１四半期連結累計期間の１株当

たり情報に与える影響もありません。
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